
令和３年度〔第２四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
健康医療福祉部

（注）※１、※２の説明

医療福祉推進課 介護のしごと魅力発
信事業委託

介護のしごと魅力発信
事業

令 和 3 年 7 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社JR西日本コ
ミュニケーションズ京都
支社

14,960,000 イベントについては、効果的な企画や効率的な
運営を行うために専門的なノウハウと相当の人
員を要し、また各種広告媒体による発信につい
ては、民間企業のアイデアを基にした専門的なノ
ウハウや技術、または設備を要することから委託
業務とし、さらに当事業の目的を達成するために
は価格だけではなく、業務の規模や企画、運営
方法の提案を広く受ける必要があるため競争入
札に適しないことから、公募型プロポーザルによ
り契約の相手方を選定した。

2 4

医療福祉推進課 新型コロナウイルス
感染症発生時の介護
関連施設・事業所間
の応援体制コーディ
ネート事業委託

新型コロナウイルス感
染症発生時の応援体制
のコーディネート業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 新型コロナウイルス感
染症発生時応援事業
協議会

8,998,000 応援体制（職員派遣や代替サービス提供）の
コーディネートについては高齢者施設・事業所運
営に精通した者である必要があり、業務に特殊
性があり、他に代替しうる者がいないため。

2 3イ

医療保険課 国保データベースシ
ステム活用事業実施
業務委託

国保データベースシス
テム等の調達、セット
アップ、稼働支援

令 和 3 年 7 月 7 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 滋賀県国民健康保険
団体連合会

94,014,800 新たな構築システムで利用する統計情報につい
ては暗号化が必要であり、その取扱いが唯一可
能であるのは国保連合会のみであるため。

2 3イ

医療政策課 医療勤務環境改善支
援センター運営業務
委託

県内医療機関における
医療従事者の勤務環境
改善に向けた取り組み
を支援するために設置
する、「滋賀県医療勤務
環境改善支援センター」
の運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 一般社団法人滋賀県
病院協会

7,690,000 県内全ての病院で構成される団体は当該団体以
外になく、幅広い知識を有する団体は他にはな
いため。

2 3イ

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場合
（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。
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契約期間（履行期間）
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医療政策課 予防のための子ども
の死亡検証体制整備
モデル事業委託

成育基本法および死因
究明等推進基本法に基
づき、成育過程にある
子どもが死亡した場合
における死亡原因に関
する情報収集、管理、
活用等の仕組み等、
CDR（Child Death
Review）の制度化に向
けた検討を行うための
モデル事業

令 和 3 年 7 月 19 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 国立大学法人滋賀医
科大学

8,689,000 当該大学は、県内唯一の法医解剖を行っている
団体であり、法医学ならびに小児医療の専門的
知識を有し、かつ、関係機関とも連携協力体制を
とって本事業を実施しうる団体は、当該大学以外
にないため。

2 3イ

健康寿命推進課 「健康しが」ツーリズ
ム機運醸成・地域資
源活用促進事業業務
委託

「健康しが」ツーリズム
の機運醸成および地域
資源の活用促進

令 和 3 年 8 月 19 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社ＪＲ西日本コ
ミュニケーションズ京都
支社

5,300,000 当該事業は、健康に関心の向きづらい人にも、
健康を意識せずとも楽しみながら健康的な生活
を送るきっかけを提供することを目的として、啓
発イベントや啓発資材のデザイン、作成を行う事
業であり、民間事業者の企画力やノウハウ等が
要求されるため、競争入札に適しないことから、
プロポーザル方式により契約の相手方を選定し
たため。

2 4

健康寿命推進課 令和３年度滋賀県小
児在宅医療体制整備
事業委託

小児在宅医療体制整備
事業

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 社会福祉法人びわこ学
園

5,170,000 医療的ケアが必要な重症児に対する保健医療
体制について、専門的な知識と技術が必要であ
り、他に代替しうるものがいないため。

2 3イ

感染症対策課 物品購入 パルスオキシメータの購
入（自宅療養者）

石黒メディカルシステム
株式会社滋賀支店

16,429,600 8月以降の感染の急拡大に伴い、自宅療養者の
増大が見込まれたが、緊急に必要となるパルス
オキシメータは全国的に品薄状態で、複数の業
者に聞き取りを行ったところ、必要数量を速やか
に確保できるのは当該事業者しかいなかったた
め。

5令和3年8月10日



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

感染症対策課 新型コロナウイルス
感染症イベントベース
サーベイランス事業に
かかるPCR検査総合
受付窓口業務委託

イベントベースサーベイ
ランス事業にかかる
PCR検査総合受付窓口
業務

令 和 3 年 9 月 6 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 東武トップツアーズ株
式会社滋賀支店

99,496,398 当該事業は、感染が拡大する前や感染が拡大し
ているタイミングで実施することで効果を発揮し、
感染拡大を防止することができるが、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大およびまん延を防止
するためには、当該事業を早期かつ緊急的に実
施する必要があるため。（複数事業者からの見
積徴取により決定）

5

感染症対策課 滋賀県若年層向け新
型コロナワクチン副反
応等広報事業委託

接種率が低迷している
若年層向けの動画作
成、SNSを利用した広告
配信、若年層・中高生
向けリーフレットの作成

令 和 3 年 9 月 6 日 ～ 令和3年11月26日 凸版印刷株式会社　西
日本事業本部　関西事
業部  滋賀営業所

12,028,280 若年層の接種率が低迷していることが判明し、
早急に広報を行う必要があったことから、コロナ
感染症に関する広報の実績を有する当該事業
者を選定したため。（複数事業者からの見積徴取
により決定）

5

感染症対策課 滋賀県広域ワクチン
接種センター運営業
務委託

滋賀県が設置する広域
ワクチン接種センター運
営業務

令 和 3 年 7 月 5 日 ～ 令和3年12月31日 株式会社JTB滋賀支店 416,448,282 一般競争入札を行ったが応札がなく不調となっ
た。事業実施するため早急に業務委託先を決定
する必要があり、再度の入札に付するいとまが
なかったことより、他府県で実績があり、当事業
規模の請負が可能な財務基盤がある当該事業
者を選定したため。

5

感染症対策課 令和3年度新型コロナ
ウイルス感染症の軽
症者等に係る宿泊療
養施設（栗東市内）の
管理運営業務委託

新型コロナウィルス感染
症の軽症者等の宿泊療
養施設の管理運営

令 和 3 年 7 月 5 日 ～ 令 和 3 年 9 月 30 日 株式会社JTB滋賀支店 202,323,371 宿泊療養施設を効率的かつ安定的に稼働する
ために、高度な調整力や豊富な人的資源を保有
している必要があり、競争入札に適しないことか
ら、プロポーザル方式により契約の相手方を選
定したため。

2 4

子ども・青少年局 令和３年度滋賀県子
育て支援員研修事業
業務委託

子育て支援員研修事業
業務

令 和 3 年 8 月 23 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 一般財団法人保健福
祉振興財団

7,470,238 多様な子育て支援分野に関して必要となる知識
や技能等を、短期間で受講者に伝わるような研
修を企画でき、高度な知識やノウハウ、幅広い
ネットワークを有する必要があり、競争入札に適
しないことから、プロポーザル方式により契約の
相手方を選定したため。

2 4


